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「4月 3日付け被災者支援チーム医療班からの原子力安全委員会への照会に対する回答」 

に関する経緯について 

 

平成 24 年 2 月 21 日 

原子力安全委員会事務局 

 

 

 平成 23 年 4 月 3 日に原子力災害対策本部原子力被災者生活支援チームに回答した   

「4 月 3 日付け被災者支援チーム医療班からの原子力安全委員会への照会に対する回答」

に関する経緯は、以下のとおりである。 

 

 

 平成 23 年 3 月 29 日に、原子力災害対策本部より、原子力安全委員会に対して、小児

甲状腺被ばくの調査に関して、 

『追跡調査などの措置を講ずる必要もないものと考えられますが、貴委員会より助言

を伺いたく照会します。』 

との照会があった。 

（添付資料１ １／２ページ） 

 

 平成 23 年 3 月 30 日に、原子力安全委員会における本件の担当者が、原子力安全委員

会事務局内にて『甲状腺モニターにより測定することをお勧めします』とした技術的

助言の案文を作成した（未発出）。 

 同案文の内容について、当該担当者より原子力災害現地対策本部に対して、電話に

て連絡していた。 

（添付資料２ １／１ページ） 

 

 平成 23 年 3 月 31 日に、原子力安全委員会より、原子力災害対策本部に対して、小児

甲状腺被ばく線量調査に関する Q＆Aについて、回答した。 

（添付資料３ ２／２ページ） 

 

 平成 23 年 4 月 1 日 3 時 40 分に、原子力災害対策本部より、原子力安全委員会に対し

て、「官房長官レク資料 福島県における小児甲状腺被ばくの調査結果について」との

件名にて、意見照会があった。 

 この意見照会の資料においては、 

『原子力安全委員会より、甲状腺モニターを用いた追跡調査の必要性について問題提

起がなされたものの』 
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とされた上で、 

 『・甲状腺モニターは相当の重量物（約 230kg）であり、その移動が困難であること。 

  ・甲状腺モニターを移動できるとしても、それによる精度の高い測定を行う適地（放

射線のバックグラウンドが低い）を現地において見つけることが難しく、当該児童

に遠距離の移動を強いることとなる可能性が高いこと。 

  ・このような追跡調査を行うことが、本人家族及び地域社会に多大な不安を与えるお

それがあること。 

  との理由から、追跡調査は実施しないこととなった。』 

 とされていた。 

 （添付資料４ ２／３ページ） 

 

 平成 23年 4月 1日 9時 6分に、原子力災害対策本部より、原子力安全委員会に対して、

甲状腺モニターの重量について 230kg から 1ｔと修正された「官房長官レク資料 福島

県における小児甲状腺被ばくの調査結果について」が送付された。 

（添付資料５ ２／２ページ） 

 

 平成 23 年 4 月 1 日 10 時 10 分に、原子力安全委員会より、原子力災害対策本部に対し

て、回答を発出。 

 回答においては、 

 『しかしながら（中略）追跡調査を実施する必要はないと考えられる。』 

とした部分の文章を削除し、 

 『しかしながら、現在、3 月 28 日から 30 日にかけて実施した川俣町、飯舘村の調

査結果も含めた小児の甲状腺等価線量の評価を行っており、その評価結果を待

って、総合的に判断することが必要と考える。』 

と修正すべきとした。 

 （添付資料６ １／２、２／２ページ） 

 

 平成 23 年 4 月 1 日 11 時 4 分に、原子力災害対策本部より、原子力安全委員会に対し

て、 

『このような追跡調査を行うことが、本人家族及び地域社会に多大な不安・言われな

き差別を与えるおそれがあること。』 

『追跡調査を実施しなくても問題はないと考えられる（（独）放射線医学総合研究所の

米倉理事長他の見解）。』 

等の記述について修正された「福島県における小児甲状腺被ばくの調査結果について」

が送付された。 

（添付資料７ １／１ページ） 
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 平成 23 年 4 月 1 日 22 時 40 分に、原子力災害対策本部より、原子力安全委員会に対し

て、原子力安全委員会から 4 月 1 日 10 時 10 分に送付した回答に対する文部科学省か

らの修正意見が送付された。 

（添付資料８ １／１ページ） 

 

 平成 23 年 4 月 3 日 13 時 25 分に、原子力災害対策本部原子力被災者生活支援チーム医

療班より、原子力安全委員会に対して、 

『追加的調査を実施しなければならないのでないかとの指摘を受ける可能性がある。

本件について指摘を受けた場合、対外的に説明する際には（中略）追跡調査を実施

しなくとも問題はないと考えられる。」と回答することとしたいが問題無いか。』 

との意見照会があった。 

（添付資料９ １／１ページ） 

 

 平成 23 年 4 月 3 日 14 時 36 分に、原子力災害対策本部原子力被災者生活支援チーム医

療班より、原子力安全委員会に対して、「問」と「答」の形式に修正された 13 時 25 分

と同様の意見照会があった。 

（添付資料１０ １／１ページ） 

 

 平成 23 年 4 月 3 日 18 時 39 分に、原子力安全委員会より、原子力災害対策本部に対し

て、回答を発出。 

 回答においては、 

 『直ちに追跡調査を実施する必要はないが、福島第一原子力発電所の今後の状況を

見つつ、最終的な追跡調査の実施の有無について判断することが望ましい。』 

 とした。 

（添付資料１１ ２／２ページ） 

 

 

以上 






































